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令和６年度 山都町水道事業会計予算 

 

（総則） 

第１条 令和６年度山都町の水道事業会計予算は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）給水戸数 ５，２００ 戸 

（２）年間給水量 １，１００，０００ ㎥ 

（３）一日平均給水量 ３，０１３ ㎥ 

（４）主要な建設改良事業     水道施設等更新工事 ２２６，０００ 千円 

 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

 

収    入 

第１款 水道事業収益 ３８６，６１０ 千円 

第１項 営業収益 ２０５，４８４ 千円 

第２項 営業外収益 １８１，１２２ 千円 

第３項 特別利益 ４ 千円 

 

支    出 

第１款 水道事業費用 ３７７，２０６ 千円 

第１項 営業費用 ３５０，９９２ 千円 

第２項 営業外費用 ２２，０５３ 千円 

第３項 特別損失 ６１ 千円 

第４項 予備費 ４，１００ 千円 
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（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１１５，

７７８千円は、当年度分損益勘定留保資金、過年度分損益勘定留保資金、消費税及び地方消費税資本的収支調整額

及び建設改良積立金で補てんするものとする。）。 

 

収    入 

第１款 資本的収入 ３６２，７３７ 千円 

第１項 企業債 １３７，５００ 千円 

第２項 出資金 １２６，３７８ 千円 

第３項 負担金 １７，３９２ 千円 

第４項 国庫（県）補助金 ８１，４６６ 千円 

第５項 固定資産売却代金 １ 千円 

 

支    出 

第１款 資本的支出 ４７８，５１５ 千円 

第１項 建設改良費 ２８４，５４２ 千円 

第２項 企業債償還金 １８９，８７３ 千円 

第３項 予備費 ４，１００ 千円 

 

（企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

水道施設等 
 

更新整備 

千円 
 
 

137,500 

 
 
 
証書借入 

％ 
5.0 以内 

（ただし、利率見直し方式で借り入れ
る政府資金及び地方公共団体金融機構
資金について、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し後の利率） 

借入先の融資条件による。ただし
企業財政その他の都合により繰
上償還又は低利に借り換えるこ
とができる。 
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（一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。 

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１）各項に計上した経費に係る予定額に過不足を生じた場合における、同一款内でのこれらの経費の各項間の流用 

 

（議会の議決を経なければ流用することの出来ない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、またはそれ以外の経費をその 

経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

 

（１）職員給与費 ３８，５１３千円 

 

（他会計からの補助金）     

第９条 水道事業に助成するため山都町一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、１０２，４１３千円である。 

 

（たな卸資産購入限度額） 

第１０条 たな卸資産の購入限度額は、２，７００千円と定める。 

 

 

令和 ６ 年 ３ 月 ６ 日 提  出 

 

      山都町長職務代理者 

      山都町副町長  林 力也 

 

令和 ６ 年 ３ 月   日 議  決 
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款 項 目 予定額（千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

　１ 水道事業収益 386,610

　１ 営業収益 205,484

　１ 給水収益 203,863

　２ 受託工事収益 1

　３ その他営業収益 1,620

　２ 営業外収益 181,122

　１ 受取利息及び配当金 34

　２ 雑収益 230

　３ 消費税及び
　　 地方消費税還付金

2

　４ 長期前受金戻入 78,442

　５ 国庫（県）補助金 1

　６ 他会計補助金 102,413

　３ 特別利益 4

　１ 固定資産売却益 1

　２ 過年度損益修正益 1

　３ その他特別利益 2

386,610収　益　的　収　入　合　計

収            入

収　益　的　収　入　及　び　支　出

令和  6 年度 水道事業会計 予算実施計画書
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款 項 目 予定額（千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

　１ 水道事業費用 377,206

　１ 営業費用 350,992

　１ 原水及び浄水費 54,696

　２ 配水及び給水費 61,316

　３ 受託工事費 9

　４ 総係費 48,304

　５ 減価償却費 183,729

　６ 資産減耗費 2,787

　７ その他営業費用 151

　２ 営業外費用 22,053

　　 支払利息及び企業債
　　 取扱諸費

17,051

　２ 雑支出 2

　３ 消費税及び地方消費税 5,000

　３ 特別損失 61

　１ 過年度損益修正損 61

　４ 予備費 4,100

　１　予備費 4,100

377,206

支            出

収　益　的　支　出　合　計

１
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款 項 目 予定額（千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

　１ 資本的収入 362,737

　１ 企業債 137,500

　１ 企業債 137,500

　２ 出資金 　 126,378

　１　出資金 126,378

　３　負担金 17,392

　１ 負担金 17,392

　４　国庫（県）補助金 　 81,466

　１　国庫（県）補助金 81,466

　５　固定資産売却代金 　 1

　１　固定資産売却代金 1

362,737

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収            入

資　本　的　収　入　合　計
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款 項 目 予定額（千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

　１ 資本的支出 478,515

　１ 建設改良費 284,542

　１ 原水施設改良費 4,536

　２ 配水施設改良費 276,235

　３ 固定資産購入費 3,771

　２　企業債償還金 189,873

　１　企業債償還金 189,873

　３　予備費 4,100

　１　予備費 4,100

478,515

支            出

資　本　的　支　出　合　計
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（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　当年度純利益 22,972

　　減価償却費 183,729

　　賞与引当金の増減額 228

　　法定福利費引当金の増減額 58

　　貸倒引当金の増減額 △ 250

　　長期前受金戻入額 △ 78,442

　　受取利息及び受取配当金 △ 34

　　支払利息 17,051

　　未収金の増減額 547

　　未払金の増減額 △ 20,474

　　たな卸資産の増減額 △ 430

　　その他の増減額 △ 2

　　小計 124,953

　　利息及び配当金の受取額 34

　　利息の支払額 △ 17,051

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 107,936

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産の取得による支出 △ 276,119

　　国庫補助金等による収入 86,144

　　負担金による収入 20,634

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 169,341

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　建設改良等の財源に充てるための企業債による収入 137,500

　　建設改良等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 189,873

　　一般会計からの出資による収入 126,378

　　財務活動によるキャッシュ・フロー 74,005

　　資金増加額 12,600

　　簡易水道統合に伴う資金増加額 20,492

　　資金期首残高 430,024

　　資金期末残高 463,116

令和 6 年度 水道事業会計 予定キャッシュフロー計算書（間接法）
（令和 6年 4月 1日 から 令和 7年 3月31日 まで）
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１　総括
（単位：千円）

（単位：千円）

備考 １　期末勤勉手当及び法定福利費には賞与等引当金繰入額を含む。

２　職員数の（ ）は、会計年度任用職員（パートタイム職員）の人数

時間外勤務
手　当

扶養手当 通勤手当 住居手当
期末勤勉
手　当

管理職
手　当

1,357

898

給 与 費 明 細 書

区　　　分
職　員　数（人） 給　与　費

法定福利費 合　計
特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

38,513

前　年　度 0 4 (3) 0 19,820 9,944 29,764 8,472 38,236

本　年　度 0 4 (2) 0 18,769 11,383 30,152 8,361

277

手　当

の内訳

区分

本年度 738 700 540 8,048 0

前年度 858 844 210 7,134 0

比　　　較 0 0 (△ 1) 0 △ 1,051 1,439 388 △ 111

比　較 △ 120 △ 144 330 914 0459
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ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

（単位：千円）

イ　会計年度任用職員 （単位：千円）

（単位：千円）

管理職
手　当

24,802

1,383

時間外勤務
手　当

通勤手当

966

区　　　分
職　員　数（人） 給　与　費

法定福利費 合　計
特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

13 1,396

7,474 32,276

前　年　度 0 4 0 14,715 8,704 23,419

本　年　度 0 4 0 15,132 9,670

7,461 30,880

比　　　較 0 0 0 417

手　当

の内訳

区　分

本年度 738 634 540 6,451

扶養手当 住居手当
期末勤勉
手　当

0

0

比　較 △ 120 △ 36 330 333 0

前年度 858 670 210 6,118

1,307

848

459

区　　　分
職 員 数(人) 給　与　費

法定福利費 合　計
一般職 報　酬 給　料 手　当 計

△ 1,119

5,350 887 6,237

前　年　度 0 (3) 0 5,105 1,240 6,345

本　年　度 0 (2) 0 3,637 1,713

1,011 7,356

比　　　較 0 (△ 1) 0 △ 1,468 473 △ 995 △ 124

扶養手当 住居手当
期末勤勉 時間外勤務
手　当 手　当

通勤手当

1,597

比　較 0 △ 108 0 581

手　当

の内訳

区　分

前年度 0 174 0 1,016

本年度 0 66 0 50

0

50
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２　給料及び手当の増減額の明細 （単位：千円）

平均昇給率

他会計との異動ほか 職員の異動状況

　現に在職する職員数

　

３　給料及び手当の状況
　（１）　職員1人当たり給与

％

区　分 増　減　額 増減事由別内訳 説　　　明 備　　　考

昇給に伴う増加分

1月

手　当

966 制度改正に伴う増減分 0

給　料

417 給与改定に伴う増減分 0

218

その他の増減分 199

4人

1.47

その他の増減分 966 　扶養手当 △ 120

　通勤手当 △ 36

　住居手当

　 昇給期別 職員数

330

　期末勤勉手当 333

　時間外手当

本年度 前年度

区　　　　　分　　 事務・技術職

令和6年4月1日現在
318,050
357,875
40.50（歳）

（円）
（円）

平 均 年 齢
平 均 給 与 月 額
平 均 給 料 月 額

令和5年4月1日現在
305,325
341,525
39.75

（円）
（円）
（歳）

平 均 給 料 月 額
平 均 給 与 月 額
平 均 年 齢

4人

4人

459
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　（２）　初任給

　（３）　級別職員数 （単位：人、％）

　（級別の基準となる職務）

区　　　分 事務・技術職（円）
一般会計の制度

　一般行政職（円）

高　校　卒 166,600 166,600

1 25.0

２級 0 0.0

３級 1 25.0

大　学　卒

区　　　分 事務・技術職

令和6年4月1日現在

級 職員数(人) 構成比(％)

１級

６級 0 0.0

計 4 100.0

196,200 196,200

４級 2 50.0

５級 0 0.0

３級 2 50.0
令和5年4月1日現在

級 職員数(人) 構成比(％)

１級 1 25.0

２級 0 0.0

計 4 100.0

５級 0 0.0

６級 0 0.0

４級 1 25.0

４　級 ５　級 ６　級

事務・技術職
主　事
技　師

主　事
技　師

主　査
課長補佐

係長、主幹
課　長
審議員

総務課長等

区　分 １　級 ２　級 ３　級
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　（４）　昇給 （単位：人、％）

　（５）　期末手当、勤勉手当 （単位：月分）

　（６）　定年退職及び応募認定退職に係る職員手当 （単位：月分）

　（７）　その他の手当

備　考
６月(月分) １２月(月分)

本　年　度 2.250 2.250 4.50 有

区　　　分
支給期別支給率

支給率計
制度上の段階、職務
の級等による加算措

区　　　分 20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度 その他の加算措置等

同上

備　考

一般会計の制度と異同 差異の内容
同　一扶 養 手 当

一般会計の制度
（支給率等）

同上 同上 同上 同上

区　　　分

本

年

度

4
4

同　一

47.709 47.709

前　年　度 2.200 2.200 4.40 有

同　一
同　一

管理職手当

一般会計の制度 2.250 2.250 4.50 有

支給率等 24.586875 33.27075
定年前早期退職

特例措置2～45%加算

区　　　分

-
-

比 率 （B)／（A）

前

年

度
（B)／（A）

（Ｂ）

昇級に係る職員数 （Ｂ）

号 給 数 別 内 訳

8号給

2号給
4号給
6号給

8号給

2号給
4号給
6号給

100

通 勤 手 当
住 居 手 当

事務・技術職

100
-
-
4
-
4
4（Ａ）

昇級に係る職員数
職 員 数

号 給 数 別 内 訳

職 員 数 （Ａ）

比 率

-
4
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1  固定資産 円 円 円 円

（１）

イ 土地 33,713,666 ①

ロ 建物 104,920,009 ②

建物減価償却累計額 △ 52,985,693 ③ 51,934,316

ハ 構築物 5,509,259,971 ④

構築物減価償却累計額 △ 1,329,115,314 ⑤ 4,180,144,657

ニ 機械及び装置 450,862,181 ⑥

機械及び装置減価償却累計額 △ 258,578,994 ⑦ 192,283,187

ホ 車両運搬具 20,275,186 ⑧

車両運搬具減価償却累計額 △ 11,780,300 ⑨ 8,494,886

ヘ 工具器具及び備品 45,746,848 ⑩

工具器具及び備品減価償却累計額 △ 35,087,334 ⑪ 10,659,514

ト 建設仮勘定 247,778,410 ⑫

 有形固定資産合計 4,725,008,636

（２）

イ 電話加入権 30,453 ⑬

ロ 施設利用権 152,800 ⑭

 無形固定資産合計 183,253

 固定資産合計 4,725,191,889

2  流動資産

（１）  現金預金 463,115,740 ⑮

（２）  未収金 2,373,897 ⑯

   貸倒引当金 △ 33,718 ⑰ 2,340,179

（３）  貯蔵品 8,151,855 ⑱

 流動資産合計 473,607,774

 資　産　合　計 5,198,799,663

令和 ６ 年度 水道事業会計当年度予定貸借対照表

（令和7年3月31日）

資　産　の　部

 有形固定資産

　無形固定資産
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3  固定負債

（１）  企業債

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 1,585,416,679 ⑲

企業債合計 1,585,416,679

 固定負債合計 1,585,416,679

4  流動負債

（１）  企業債

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 185,390,783 ⑳

企業債合計 185,390,783

（２）  未払金 4,800,000 ㉑

（３）  預り金 40,000 ㉒

（４）  引当金

イ 賞与引当金 2,569,000 ㉓

ロ 法定福利費引当金 509,000 ㉔

 引当金合計 3,078,000

 流動負債合計 193,308,783

5  繰延収益

 長期前受金 2,525,329,782 ㉕

 収益化累計額 △ 477,872,448 ㉖

 繰延収益合計 2,047,457,334

 負　債　合　計 3,826,182,796

6  資本金 769,656,460

7  剰余金

（１）  資本剰余金

イ 負担金 223,920,178 ㉘

ロ 国庫補助金 1,208,360 ㉙

 資本剰余金合計 225,128,538

（２）  利 益 剰 余 金

イ 建設改良積立金 123,200,000 ㉚

ロ 当年度未処分利益剰余金 254,631,869 ㉛

 利益剰余金合計 377,831,869

 剰 余 金 合 計 602,960,407

 資　本　合　計 1,372,616,867

 負債資本合計 5,198,799,663

資　本　の　部

負　債　の　部
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注 記 

 

１ 重要な会計方針に係る事項 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定。） 

（２）固定資産の減価償却の方法 

・減価償却の方法 

定額法による。 

・主な耐用年数 

建 物       １５年 ～ ６５年 

構築物        ２年 ～ ６０年 

機械及び装置     ５年 ～ ２０年 

車両運搬具      ４年 ～  ５年 

工具器具及び備品   ２年 ～ １５年 

（３）引当金の計上基準 

①退職給付引当金 

山都町では、退職手当組合に加盟しており、水道事業会計では一般負担金の支出を行い、特別負担金の支出は一般会計で支出するため、退職給付引当金は計上してい 

ない。 

②賞与引当金及び法定福利費引当金 

職員の期末手当・勤勉手当及びそれらに係る法定福利費の支給に備えるため、当該事業年度末における支給見込額に基づき、当該事業年度の負担に属する額（１２月 

から３月までの４ヶ月分）を計上している。 

③貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。 

（４）その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

①消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

２ 予定貸借対照表等関連 

（１）企業債の償還に係る一般会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（1年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は 952,093 千円である。 

 

３ その他の注記 

（１）引当金の取り崩し 

賞与引当金及び法定福利費引当金 

当該事業年度において、期末及び勤勉手当を支給するため、賞与引当金 2,341 千円及び法定福利費引当金 451 千円を取り崩す予定である。 

（２）簡易水道事業の会計統合に伴う会計処理 

簡易水道事業が令和 6年 4月 1日に会計統合されることに伴い、山都町水道事業会計に引き継ぎ、会計処理を行っている。 
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円 円 円

１　　営業収益

（１）　給水収益 208,941,876

（２）　受託工事収益 0

（３）　その他営業収益 400,000 209,341,876

２　　営業費用

（１）　原水及び浄水費 40,608,128

（２）　配水及び給水費 36,238,171

（３）　受託工事費 0

（４）　総係費 46,979,058

（５）　減価償却費 165,373,097

（６）　その他営業費用 146,574 289,345,028

　　　　営業損失 80,003,152

３　　営業外収益

（１）　受取利息及び配当金 34,690

（２）　雑収益 205,038

（３）　長期前受金戻入 64,465,651

（４）　他会計補助金 73,027,000 137,732,379

４　　営業外費用

（１）　支払利息及び企業債取扱諸費 17,803,969 17,803,969 119,928,410

　　　　経常利益 39,925,258

５　　特別損失

（１）　過年度損益修正損 100,000 100,000 △ 100,000

　　　　当年度純利益 39,825,258

　　　　前年度繰越利益剰余金 192,229,680

　　　　その他の未処分利益剰余金変動額 0

　　　　当年度未処分利益剰余金 232,054,938

令和 5 年度 水道事業会計　予定損益計算書
（令和 5年 4月 1日 から 令和 6年 3月31日 まで）

18



1  固定資産 円 円 円 円

（１）

イ 土地 32,505,306 ①

ロ 建物 102,417,020 ②

建物減価償却累計額 △ 46,581,708 ③ 55,835,312

ハ 構築物 5,125,992,862 ④

構築物減価償却累計額 △ 1,178,177,463 ⑤ 3,947,815,399

ニ 機械及び装置 427,593,871 ⑥

機械及び装置減価償却累計額 △ 235,853,182 ⑦ 191,740,689

ホ 車両運搬具 18,505,000 ⑧

車両運搬具減価償却累計額 △ 9,099,200 ⑨ 9,405,800

ヘ 工具器具及び備品 44,079,743 ⑩

工具器具及び備品減価償却累計額 △ 34,107,689 ⑪ 9,972,054

ト 建設仮勘定 8,320,000 ⑫

 有形固定資産合計 4,255,594,560

（２）

イ 電話加入権 30,453 ⑬

ロ 施設利用権 152,800 ⑭

 無形固定資産合計 183,253

 固定資産合計 4,255,777,813

2  流動資産

（１）  現金預金 430,024,319 ⑮

（２）  未収金 2,803,131 ⑯

   貸倒引当金 △ 282,952 ⑰ 2,520,179

（３）  貯蔵品 7,721,855 ⑱

 流動資産合計 440,266,353

 資　産　合　計 4,696,044,166

令和 5 年度 水道事業会計前年度予定貸借対照表

（令和6年3月31日）

資　産　の　部

 有形固定資産

　無形固定資産
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3  固定負債

（１）  企業債

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 1,615,447,462 ⑲

 企業債合計 1,615,447,462

 固定負債合計 1,615,447,462

4  流動負債

（１）  企業債

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 187,232,552 ⑳

 企業債合計 187,232,552

（２）  未払金 4,663,976 ㉑

（３）  預り金 42,022 ㉒

（４）  引当金

イ 賞与引当金 2,341,000 ㉓

ロ 法定福利費引当金 451,000 ㉔

 引当金合計 2,792,000

 流動負債合計 194,730,550

5  繰延収益

 長期前受金 2,062,842,103 ㉕

 収益化累計額 △ 399,429,525 ㉖

 繰延収益合計 1,663,412,578

 負　債　合　計 3,473,590,590

6  資本金 643,278,460 ㉗

7  剰余金

（１）  資本剰余金

イ 負担金 223,920,178 ㉘

 資本剰余金合計 223,920,178

（２）  利 益 剰 余 金

イ 建設改良積立金 123,200,000 ㉙

ロ 当年度未処分利益剰余金 232,054,938 ㉚

 利益剰余金合計 355,254,938

 剰 余 金 合 計 579,175,116

 資　本　合　計 1,222,453,576

 負債資本合計 4,696,044,166

負　債　の　部

資　本　の　部
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注 記 

 

１ 重要な会計方針に係る事項 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定。） 

（２）固定資産の減価償却の方法 

・減価償却の方法 

定額法による。 

・主な耐用年数 

建 物       １５年 ～ ６５年 

構築物        ２年 ～ ６０年 

機械及び装置     ５年 ～ ２０年 

車両運搬具      ４年 ～  ５年 

工具器具及び備品   ２年 ～ １５年 

（３）引当金の計上基準 

①退職給付引当金 

山都町では、退職手当組合に加盟しており、水道事業会計では一般負担金の支出を行い、特別負担金の支出は一般会計で支出するため、退職給付引当金は計上してい 

ない。 

②賞与引当金及び法定福利費引当金 

職員の期末手当・勤勉手当及びそれらに係る法定福利費の支給に備えるため、当該事業年度末における支給見込額に基づき、当該事業年度の負担に属する額（１２月 

から３月までの４ヶ月分）を計上している。 

③貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。 

（４）その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

①消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

２ 予定貸借対照表等関連 

（１）企業債の償還に係る一般会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（1年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は 937,873 千円である。 

 

３ その他の注記 

（１）引当金の取り崩し 

賞与引当金及び法定福利費引当金 

当該事業年度において、期末及び勤勉手当を支給するため、賞与引当金 2,104 千円及び法定福利費引当金 411 千円を取り崩した。 
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( 単位:千円 ）（ 収   入 ）
収  益  的  収  入  及  び  支  出

令和  6 年度 水道事業会計予算説明書

款・項 目 本 年 度 前 年 度 比    較 節 金額 説　　　　　　　明

水道事業収益
386,610 341,690 44,920

1

営業収益
205,484 204,190 1,294

1

給水収益
203,863 203,878 △15

1

203,863 203,863水道料金 水道料金1

受託工事収益
1 1 0

2

1 1受託工事収益 受託工事1

その他営業収益
1,620 311 1,309

3

50 50材料売却収益 材料売却1

280 240手数料 督促手数料2

40設計審査手数料

1,290 1,290雑収益 水道加入金3

営業外収益
181,122 137,497 43,625

2
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( 単位:千円 ）

款・項 目 本 年 度 前 年 度 比    較 節 金額 説　　　　　　　明

受取利息及び配
当金 34 4 30

1

34 34預金利息 預金利息1

雑収益
230 330 △100

2

230 230その他雑収益 その他雑収益1

消費税及び地方
消費税還付金 2 1 1

3

2 2消費税及び地方
消費税還付金

消費税及び地方消費税還付金1

長期前受金戻入
78,442 64,134 14,308

4

78,442 78,442長期前受金戻入 長期前受金戻入1

国庫（県）補助
金 1 1 0

5

1 1国庫（県）補助
金

国庫（県）補助金1

他会計補助金
102,413 73,027 29,386

6

102,413 102,413一般会計補助金 繰入金（職員給与・償還金支
払利息等）

1
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( 単位:千円 ）

款・項 目 本 年 度 前 年 度 比    較 節 金額 説　　　　　　　明

特別利益
4 3 1

3

固定資産売却益
1 1 0

1

1 1固定資産売却益 固定資産売却益1

過年度損益修正
益 1 1 0

2

1 1過年度損益修正
益

過年度損益修正益1

その他特別利益
2 1 1

3

2 2その他特別利益 その他特別利益1

386,610 341,690 44,920収 益 的 収 入 合 計
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( 単位:千円 ）（ 支   出 ）

款・項 目 本 年 度 前 年 度 比    較 節 金額 説　　　　　　　明

水道事業費用
377,206 334,991 42,215

1

営業費用
350,992 311,598 39,394

1

原水及び浄水費
54,696 51,252 3,444

1

300 300手当等 手当等1

1 1旅費 旅費　3

70 70備消耗品費 備消耗品費4

30 30燃料費 燃料費5

28 28通信運搬費 通信運搬費6

9,579 5,575委託料 水質検査委託料（原水）7

890電気保安協会管理委託料

1,756塩素滅菌機維持管理委託料

1,329水道施設避雷設備等点検管理
委託料
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( 単位:千円 ）

款・項 目 本 年 度 前 年 度 比    較 節 金額 説　　　　　　　明

29浄化槽管理委託料

4 4手数料 浄化槽法定検査手数料8

1,188 880賃借料 ＮＴＴ基本回線専用料9

208土地借上料

100施設補修時機械借上料

4,086 4,086修繕費 機械器具・施設修理代10

1 1路面復旧費 路面復旧費11

37,719 37,719動力費 電気代12

1,380 1,380薬品費 薬品費13

300 300材料費 材料費14

10 10雑費 雑費16

配水及び給水費
61,316 42,458 18,858

2
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( 単位:千円 ）

款・項 目 本 年 度 前 年 度 比    較 節 金額 説　　　　　　　明

600 600手当等 手当等1

130 130旅費 旅費3

399 399備消耗品費 備消耗品費4

9 9燃料費 燃料費5

971 971通信運搬費 通信運搬費6

44,513 8,634委託料 量水器検針委託料7

3,542量水器取替委託料

1,500配水池清掃業務委託料

1,250施設清掃（草刈等）委託料

584残留塩素水質検査委託料

4,000水道管路情報システムデータ
等更新委託料

18,313漏水調査委託料
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( 単位:千円 ）

款・項 目 本 年 度 前 年 度 比    較 節 金額 説　　　　　　　明

6,690水質検査委託料（浄水）

1 1手数料 手数料8

330 24賃借料 土地借上料9

306その他借上料

13,651 13,651修繕費 修繕費10

1 1路面復旧費 路面復旧費11

700 700材料費 施設等修理材料代12

10 10雑費 雑費13

1 1工事費 給水工事　14

受託工事費
9 9 0

3

1 1手当等 時間外手当等1

1 1備消耗品費 工事用消耗品3
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( 単位:千円 ）

款・項 目 本 年 度 前 年 度 比    較 節 金額 説　　　　　　　明

1 1燃料費 動力用燃料費4

1 1賃借料 機械借上料5

1 1修繕費 施設及び機械器具修理代6

1 1路面復旧費 路面復旧費7

1 1材料費 工事用材料代8

1 1雑費 雑費9

1 1工事費 工事請負費10

総係費
48,304 48,780 △476

4

18,769 15,132給料 職員4名1

3,637会計年度任用職員2名

7,913 6,022手当等 職員2

634職員（通勤手当）

29



( 単位:千円 ）

款・項 目 本 年 度 前 年 度 比    較 節 金額 説　　　　　　　明

1,191会計年度任用職員

66会計年度任用職員（通勤手当
）

2,569 2,113賞与引当金繰入
額

職員3

456会計年度任用職員

308 308報酬 水道事業運営審議会5

7,852 7,036法定福利費 職員6

816会計年度任用職員

509 438法定福利費引当
金繰入額

職員7

71会計年度任用職員

575 390旅費 旅費8

185水道事業運営審議会

1 1報償費 報償費9
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( 単位:千円 ）

款・項 目 本 年 度 前 年 度 比    較 節 金額 説　　　　　　　明

1,078 1,078備消耗品費 消耗品10

533 533燃料費 燃料費11

338 338印刷製本費 印刷製本費12

1,032 1,032通信運搬費 通信運搬費13

100 100被服費 作業服代14

2,009 1,892委託料 公営企業会計に関する指導・
助言業務委託

15

117その他委託料

470 470賃借料 賃借料16

300 300修繕費 修繕費17

1,456 1,299手数料 口座振替、窓口等手数料18

157その他手数料

466 466負担金 負担金19
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( 単位:千円 ）

款・項 目 本 年 度 前 年 度 比    較 節 金額 説　　　　　　　明

10 10公課費 重量税20

1,826 1,826保険料 各種保険料21

180 180貸倒引当金繰入
額

貸倒引当金繰入額22

10 10雑費 雑費23

減価償却費
183,729 167,748 15,981

5

183,729 183,729有形固定資産減
価償却費

有形固定資産減価償却費1

資産減耗費
2,787 1,200 1,587

6

2,586 2,586固定資産除却費 固定資産除却費1

201 201たな卸資産減耗
費

たな卸資産減耗費2

その他営業費用
151 151 0

7

150 150材料売却原価 材料売却原価1

1 1雑支出 雑支出2
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( 単位:千円 ）

款・項 目 本 年 度 前 年 度 比    較 節 金額 説　　　　　　　明

営業外費用
22,053 19,293 2,760

2

支払利息及び企
業債取扱諸費 17,051 18,292 △1,241

1

17,051 17,051企業債利息 企業債償還金利息1

雑支出
2 1 1

2

2 2その他雑支出 その他雑支出1

消費税及び地方
消費税 5,000 1,000 4,000

3

5,000 5,000消費税及び地方
消費税

消費税1

特別損失
61 100 △39

3

過年度損益修正
損 61 100 △39

1

61 61過年度損益修正
損

過年度損益修正損1

予備費
4,100 4,000 100

4

予備費
4,100 4,000 100

1
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( 単位:千円 ）

款・項 目 本 年 度 前 年 度 比    較 節 金額 説　　　　　　　明

4,100 4,100予備費 予備費1

377,206 334,991 42,215収 益 的 支 出 合 計
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( 単位:千円 ）（ 収   入 ）
資  本  的  収  入  及  び  支  出

款・項 目 本 年 度 前 年 度 比    較 節 金額 説　　　　　　　明

資本的収入
362,737 253,415 109,322

1

企業債
137,500 70,200 67,300

1

企業債
137,500 70,200 67,300

1

137,500 137,500企業債 企業債1

出資金
126,378 140,347 △13,969

2

出資金
126,378 140,347 △13,969

1

126,378 126,378出資金 出資金1

負担金
17,392 4,067 13,325

3

負担金
17,392 4,067 13,325

1

17,391 17,391工事負担金 工事負担金1

1 1その他負担金 その他負担金2

国庫（県）補助
金 81,466 38,800 42,666

4
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( 単位:千円 ）

款・項 目 本 年 度 前 年 度 比    較 節 金額 説　　　　　　　明

国庫（県）補助
金 81,466 38,800 42,666

1

81,466 81,466国庫（県）補助
金

補助金1

固定資産売却代
金 1 1 0

5

固定資産売却代
金 1 1 0

1

1 1固定資産売却代
金

固定資産売却代金1

362,737 253,415 109,322資 本 的 収 入 合 計
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( 単位:千円 ）（ 支   出 ）

款・項 目 本 年 度 前 年 度 比    較 節 金額 説　　　　　　　明

資本的支出
478,515 345,015 133,500

1

建設改良費
284,542 152,003 132,539

1

原水施設改良費
4,536 4,182 354

1

1 1備消耗品費 備消耗品費1

1 1委託料 委託料2

4,534 4,534工事請負費 水源地ポンプ取替工事等3

配水施設改良費
276,235 139,006 137,229

2

1 1旅費 旅費2

1 1備消耗品費 備消耗品費3

1 1燃料費 燃料費4

1 1通信運搬費 通信運搬費5

3,000 3,000委託料 水道工事等設計委託料6
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( 単位:千円 ）

款・項 目 本 年 度 前 年 度 比    較 節 金額 説　　　　　　　明

1 1賃借料 賃借料7

1,918 1,918材料費 材料費8

1 1補償費 補償費9

271,311 271,311工事請負費 工事請負費10

固定資産購入費
3,771 8,815 △5,044

3

3,769 3,768固定資産購入費 固定資産購入費1

1土地購入費

1 1手数料 手数料2

1 1補償費 補償費3

企業債償還金
189,873 189,012 861

2

企業債償還金
189,873 189,012 861

1

189,873 189,873企業債償還金 企業債償還金元金1
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( 単位:千円 ）

款・項 目 本 年 度 前 年 度 比    較 節 金額 説　　　　　　　明

予備費
4,100 4,000 100

3

予備費
4,100 4,000 100

1

4,100 4,100予備費 予備費1

478,515 345,015 133,500資 本 的 支 出 合 計
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1  固定資産 円 円 円 円

（１）

イ 土地 33,713,666 ①

ロ 建物 104,920,009 ②

建物減価償却累計額 △ 46,581,708 ③ 58,338,301

ハ 構築物 5,482,074,340 ④

構築物減価償却累計額 △ 1,178,177,463 ⑤ 4,303,896,877

ニ 機械及び装置 439,085,881 ⑥

機械及び装置減価償却累計額 △ 235,853,182 ⑦ 203,232,699

ホ 車両運搬具 18,505,000 ⑧

車両運搬具減価償却累計額 △ 9,099,200 ⑨ 9,405,800

ヘ 工具器具及び備品 44,079,743 ⑩

工具器具及び備品減価償却累計額 △ 34,107,689 ⑪ 9,972,054

ト 建設仮勘定 14,058,410 ⑫

 有形固定資産合計 4,632,617,807

（２）

イ 電話加入権 30,453 ⑬

ロ 施設利用権 152,800 ⑭

 無形固定資産合計 183,253

 固定資産合計 4,632,801,060

2  流動資産

（１）  現金預金 450,516,319 ⑮

（２）  未収金 2,921,131 ⑯

   貸倒引当金 △ 282,952 ⑰ 2,638,179

（３）  貯蔵品 7,721,855 ⑱

 流動資産合計 460,876,353

 資　産　合　計 5,093,677,413

令和 ６ 年度 水道事業会計予定開始貸借対照表

（令和6年4月1日）

資　産　の　部

 有形固定資産

　無形固定資産
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3  固定負債

（１）  企業債

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 1,633,307,462

企業債合計 1,633,307,462 ⑲

 固定負債合計 1,633,307,462

4  流動負債

（１）  企業債

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 189,872,552

企業債合計 189,872,552 ⑳

（２）  未払金 25,273,976 ㉑

（３）  預り金 42,022 ㉒

（４）  引当金

イ 賞与引当金 2,341,000 ㉓

ロ 法定福利費引当金 451,000 ㉔

 引当金合計 2,792,000

 流動負債合計 217,980,550

5  繰延収益

 長期前受金 2,418,552,782 ㉕

 収益化累計額 △ 399,429,525 ㉖

 繰延収益合計 2,019,123,257

 負　債　合　計 3,870,411,269

6  資本金 643,278,460 ㉗

7  剰余金

（１）  資本剰余金

イ 負担金 223,920,178 ㉘

ロ 国庫補助金 1,208,360

 資本剰余金合計 225,128,538

（２）  利 益 剰 余 金

イ 建設改良積立金 123,200,000 ㉙

ロ 当年度未処分利益剰余金 231,659,146 ㉚

 利益剰余金合計 354,859,146

 剰 余 金 合 計 579,987,684

 資　本　合　計 1,223,266,144

 負債資本合計 5,093,677,413

資　本　の　部

負　債　の　部
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